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要 　 旨

　改革開放以来、加工貿易 は中国の経 済成長 に外貨獲得、雇用創 出、社 会の安定維持 な どの面で

大い に貢献 し、 中国の対外貿 易発展 の原動 力 とな って いる。 しか し、近年 加工貿 易の問題 点が表

面化 してい ることか ら、中国は加工貿易の抑止策を矢継 ぎ早に打ち出 してい る。

　本論文では、輸 出還付税率調整 と加工 貿易禁止商品 目録拡充 を中心 とした中国の加工 貿易抑止

策を考察 した うえ、加工貿易 の産業構造 高度化の方向性を検討 して いる。 中国で近年進 め られて

い る産業構造高度化 を 目指す ための加工 貿易の中西部への段階的移転お よび 「騰 籠換 鳥」戦 略を

取 り上 げて、それぞれの限界を分析 した。経済のグローバル化に伴 って、労働集約型製 品の加⊥ ・

組立工程 におけ る競争が ます ます激 しくな る中で、中国は これ までの輸 出価格 の競争 か らブラン

ドの競争に変 え、研究開発、設 計、生産 、販売、サ ービスの一 体化 した産業構造 の高度化を進め

なければな らない ことを提言 してい る。

キ ー ワー ド:加 工貿易、来料加工貿易、進料加工貿易、輸出還付税、産業構造高度化

1.は じめ に

　改革開放後、中国の対外貿易は急ピッチで拡大 している。1978年 の貿易総額は206.4億 ドル

であり、2007年 は2兆1738.3億 ドル とな り、1978年 の105倍 であった。2007年 中国は輸出額で

は世界第2位 、輸入額では世界第3位 に躍進し、名実 とも貿易大国になっている。形態別では、

加工貿易比率は96年 から13年連続して輸出額の50%以 上を占めている。加工貿易は中国の経済

成長に外貨獲得、雇用創出、社会の安定維持な どの面で大いに貢献 し、中国の対外貿易発展の

牽引役 となっている。

　 ところが、近年加工貿易の問題点が顕在化している。産業分布の不均衡性により労働集約型

製品の過剰供給が生じてお り、付加価値 と技術レベルの低い労働集約型製品の大量輸出が貿易

摩擦を頻繁に引き起こし、粗放型製造業は環境破壊 と資源浪費を深刻化させているな ど、加工

貿易の弊害が 目立っている。それゆえに、中国はこれまでの投入量の拡大による 「粗放型」成

長から生産性の上昇による 「集約型」成長へ、「量」から 「質」へ、そ して貿易大国から貿易

強国へ と輸出指向型成長戦略を転換させ、産業構造高度化を推進し、持続可能な経済成長およ

び貿易強国の実現を図ろうとした。貿易構造を高度化させる方策 としてまず着手されたのは、
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加工貿易の産業選別である。そのため、加工貿易を抑制する措置が次々と打ち出されている。

　本論文では、中国の加工貿易のあ り方を概観 した うえ、加工貿易の抑止策を考察 し、今後の

産業構造高度化の方向性を提言することを 目的 とする。そこで第2章 では、中国加工貿易の構

造的特徴を概観した うえ、存在している問題点に触れる。第3章 では加工貿易をめ ぐる抑止策

を輸出増値税率調整 と拡充された加工貿易禁止類商品項 目を中心に考察する。第4章 で加工貿

易の産業構造高度化推進について、政府主導の下で実施される加工貿易の中西部への移転戦略

と 「騰籠換鳥」戦略およびそれぞれの限界を論じる。その上、加工貿易の付加価値 と技術水準

が低い現状に鑑み加工貿易の産業構造高度化を進める中で長い産業チェーンを持つべきである

と提言 したい。第5章 では本論をま とめ、政策上の課題を明らかにしたい。

2.中 国における加工貿易のあ り方と問題点

(1)加 工貿易の発展要因

　加工貿易 とは、外国企業が中国企業に原材料、サンプル、部品を提供し、加工を委託する形

態であ り、「来料加工」(委 託加工貿易)と 「進料加工」(原料輸入加工貿易)の 二種類がある。

「来料加工」 とは無償で供与された輸入原料を加工し輸出し、委託企業が中国企業に加工賃金

のみを支払 うことである。「進料加工」 とは、原材料を購入し加工 した後、その製品を輸出す

ることである1)。

　中国で加工貿易は1978年 来料加工の形で始まったのである。改革開放初期、中国は多 くの発

展途上国が工業化初期段階に入る際にぶつかる問題 と同様に、資金、資源 と技術の不足であっ

た。中国の指導部は韓国、台湾、シンガポール、香港な どアジアNIESと 日本が外向型経済

を発展させ、経済全体の高度成長を推し進めた経験から汲み取 り、外国の先進技術 と経営管理

経験および資金を吸収するために輸出指向の政策を実行し、そして中国の労働集約型産業にお

ける比較優位を発揮するために、「三来一補」(来 料加工、来件装配、来様加工、補償貿易)

〔原料提供加工、部品組立、見本提供製造、補償貿易〕を採 り、大量輸出を通 して外貨を獲得

することを決定 した2)。加工貿易はその 「三来」のことであり、「両頭在外」(原 材料 と製品は

国際市場に依存する)と 「大進大出」(大 いに輸入 して大いに輸出する)の 二大特徴を持 って

いる。「両頭在外」により、原材料供給 と製品販売は国際市場に任せられ、そして経済特区を

設置することで国内市場への影響をなるべ く回避させようとした。中国側からすれば優位性に

沿った外貨稼ぎの方法である。

　80年代後半になると、東アジアを中心 とした外資企業は国際的な水平分業の発展を進める中

で、中国はより外資への依存度を強め積極的に外資導入を促進し、主 として労働集約型産業に

設立された外資企業(三 資企業)に より進料加工貿易を行い、「以進養出」(輸 入によって輸出
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を促進する)の 外向き輸出指向政策を取 り入れ、政策上で来料加工から進料加工への転換を誘

導 した。

　輸出指向型成長戦略を進めるために、輸出優遇税制や優遇金利、為替レートの過小評価、お

よび法人税等の減免 といった輸出産業へのインセンティブな どが実施された。80年 代後半から

次第にFDI(外 国直接投資)流 入が増え始め、工業部門へは香港 と香港経由での台湾の小規

模資本が投資回収の早い労働集約型の加工組立産業へ と投資されてきた。これで三資企業が増

加するとともに進料加工貿易が増大してきた3)。89年進料加工貿易輸出入額は192.5億 ドルであ

り、初めて来料加工貿易輸出入額を上回って加工貿易53.1%を 占めた。2004か ら2007年 の3年

間で、来料加工貿易比重は22.2%か ら20.8%に 下が り、進料加工貿易輸出入額は80%近 く占め

ていた。現在進料加工貿易は加工貿易の中で主要な貿易形態 となっている。

　一方、国内企業は、①各級地方政府の財政請負 と各省庁 ・単位での貿易権の下放 と外貨留保

権の獲得、②国内のインフレ対策 としての金融引き締めによる資金不足からの外貨依存度 と新

技術開発 ・技術向上への依存度の上昇、③保税制度などの外資導入優遇政策により原材料調達 ・

生産拡大 ・輸出ルートの開拓な どが容易 となる背景の中で、加工貿易への参入が急増した4)。

　さらに加工貿易発展の直接的要因としての優遇措置 と政策に、「輸出還付税制度」の改革 ・

完備がある。各種企業の輸出奨励のために、中国では85年 から輸出商品に対 して増値税5)と営

業税の還付を開始した。88年 か らはr徴 税 と還付税のリンク(徴 税額に応 じた還付税額)」 を

遂行 し、 さらに94年 の税制改革後には輸 出商品にゼロ税率政策を実行 した6)。こうして、加工

貿易は急速に発展してきた。

(2)加 工貿易のあり方

　 78年以来加工貿易は 目覚しい発展を遂げ、中国が工業化を進める過程において大きな役割を

果たしてきた。具体的には、①国際競争力をもつ製造業が形成された、②大量の新製品 ・新技

術をもたらすことによって新しい産業が作 り上げた、③企業の技術開発力を高め、技術の進歩

を促 した、④加工貿易の技術 と管理経験の波及効果は国内企業の技術進歩 と産業の高度化を促

進 した、⑤大量の工業化生産に適応できる熟練労働者を育成した、⑥大勢の国際化競争に適応

できる技術者 と管理人材を育成した、⑦加工貿易が生み出した巨額の貿易黒字は先進設備を輸

入するのに有利な条件を提供し、国の工業化過程を加速した(隆 国強等著、2003)な ど、中国

の学者たちはま とめている7)。要するに、加工貿易は中国の貿易発展を持続させる重要な原動

力である。

　近年、加工貿易には次の三つの特徴が見られる。

①外資企業が中心的主体 となる構造

　表1か ら分かるように、「外資企業」(合 弁企業、独資企業、合作企業)の 比重がかな り高 く、
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加工貿易発展の原動力 となっている。80年 代末外資企業は中国の郷鎮企業に取って代わって中

心的主体になった後、外資企業の加工貿易輸出額 と加工貿易輸出額に外資企業が占める割合と

ともに上昇 し続けてきている。97年 外資企業が加工貿易輸出額に占める比重は64.1%で あった

が、04年 同比重は81.2%に 上昇 し、8年 間17%増 えた。さらに、外資企業の内部構造をみると、

合弁企業 と合作企業に比べ独資企業の比重が高いことが特徴である8)。中国の貿易額の過半分

は外資企業によって支えられているのが現状である。これは、多国籍企業による企業内国際分

業ネッ トワークは、中国の貿易を左右する段階に達していることを示している。

　それに対 し、2004年 加工貿易の中で国営企業比率は96年 と比べ13.36%下 がった。一方、私

営企業比重は96年 の1.4%か ら04年の5.18%に 拡大 した。2005年 中国の輸出額上位200社 の中で、

外資企業は148社 を占め、国有企業 と民営企業はそれぞれ39社 と4社 となった。

表1加 工貿易における外資企業の比重

年
外資企業の加工貿易

輸出額(億 ドル)

　　加工貿易輸出額に

外資企業が占める比重(%)

　　　 外資企業が

輸出総額に占める比重(%)

1997 638.1 64.1 82.1

1998 691.8 66.2 90.2

1999 745.4 67.2 86.8

2000 972.3 70.6 82.9

2001 1066.0 72.3 84.7

2002 1346.0 74.8 79.2

2003 1902.7 78.7 79.2

2004 2663.5 81.2 78.7

(出所:商 務部機電司統計に より作成)

②沿海地区集中の地域構造

　加工貿易は中国で沿海地域を拠点に発展し始めたのである。主に広東、天津、上海、江蘇、

山東、福建、漸江に集中してお り、加工貿易の90%ぐ らいを占めている。省市別で見ると、両

加工貿易形態 ともに広東省が圧倒的な比率を占めている。これは、沿海部が良好な地理的条件

やインフラ整備や高い加工能力に加え、80年 代以降の経済特区 ・経済技術開発区 ・経済開放区

の設定等外資企業に対する優遇政策により海外からの大量の直接投資を惹きつけた結果である。

加工貿易は中西部で立ち遅れたにもかかわらず、近年急成長している。2005年 中西部の加工貿

易輸出入額は2000年 と比べ1.6倍増の149.5億 ドルに上 り、年伸び率は23%と なった。
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③労働集約的製品 と技術集約的製品が併存している製品構造

　 1991年以前、加工貿易は 「進料加工」 と 「来料加工」による労働集約型産業に集中 していた

が、92年以降、中国は全方位開放に踏み切ったことによって、多国籍企業の対中投資のラッシュ

が起き、労働集約型産業 と技術集約型産業が併存するようになった。製品別では、加工貿易輸

出額における労働集約的製品の比重は91年の70-80%か ら2003年の23%に 下がった。軽工業品 ・

紡績品の加工貿易輸出額に占める比率は1396、 化学工業製品 と鉱産物の同比率は196を 下回っ

た。銑鉄、鉄合金、電解アル ミ、皮革な どの製品の加工貿易輸出額は大幅に下落した。一方、

電機製品 とハイテク製品の割合が連年高ま りつつある。91年 電機製品の比率はそれほ ど高 くな

かったが、2002年 になると、電機製品 とハイテク製品の比率はそれぞれ65%と34%を 占めた。

2006年 機電製品とハイテク製品の加工貿易輸 出額はそれぞれ3913.2億 ドル と2458.4億 ドルであ

り、加工貿易輸出品に占める比率が76.7%と48.2%と なった。2005年 同期 と比べ1.6%と1.4%

増え、同種類製品輸出額の中で71%と87%を 占めた。

　 このように、中国の輸出構造は一次製品を主 とした輸出から工業製品を主 とした輸出に変わ

りつつ、そして、工業製品の中でハイテク製品の割合は上昇している。その大半は加工貿易に

よるものであった。

　 ところが、中国の輸出製品構造は技術 ・資本集約型化しているとはいえ、技術力が高 く求め

られる製品分野では、中国は相変わらず輸入国になっている。中国の対外貿易は全体から見れ

ば、依然 として低付加価値の製品を輸出して資本集約型製品を輸入 している状況にある。

(3)加 工 貿 易 に存 在 して い る 問題 点

　 近 年 、 加 工 貿 易 に関 す る い くつ か の 問 題 点 が 表 面 化 して い る。 ま とめ て い う と、 次 の こ とが

挙 げ られ る。

第1に 、 製 造 業 に集 中 す る産 業 分 布 の 不 均衡 性

　 中 国 の 加 工 貿 易 は 外 資 導 入 に 伴 って 発 展 して ぎた もの が 多 い こ とで 、 加 工 貿 易 に お け る産 業

分 布 は 、 外 資 利 用 にお け る産 業 分 布 とは 正 の 相 関 関 係 に あ る。2008年 まで の 対 中 直 接 投 資 上 位

10力 国 で は 、 香 港 、 日本 、 韓 国 、 台 湾 、 シ ン ガポ ール 、 米 国 、 ドイ ツ、 英 領 バ ー ジ ン諸 島 、 ケ

イマ ン諸 島、 サ モ ア とな って い る。 な お 、 英 領 バ ー ジ ン諸 島 、 サ モ ア 、 ケ イマ ン諸 島(英)な

どタ ッ クス ヘ イ ブ ン地 域 か らの 投 資 の 大 半 は 台 湾 と香 港 企 業 に よ る迂 回 投 資 と見 られ る9)。

　 表2に 示 され た よ うに 、 産 業 別 で は 、02年 第 一 次 産 業 で 新 規 設 立 件 数 、 対 中 投 資 総 額 に 占め

る投 資 金 額 の 比 重(契 約 ベ ース と実 行 ベ ー ス)は とも に 低 く、 そ れ ぞれ2.85%、2.04%と1.95

%と な っ た。 これ に 対 して 、 第 二 次 産 業 で は 同件 数 、 同比 重 は 、 そ れ ぞ れ73.98%、73.85%と

73.48%と な り、 ともに7割 を超 え て い た 。 また 、 第 二 次 産 業 の 中で 、 製 造 業 に お け る新 規設 立

件 数 、 投 資 金 額(契 約 ベ ース と実 行 ベ ース)は そ れ ぞ れ254930社 、592億 ドル と368億 ドル とな
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り、 そ れ ぞ れ 、98.62%、96.97%と94.96%を 占 め た 。

表2　 2002年 対中直接投資の産業構造

(単位:億 ドル、%)

産業別 新規設立件数
投資金額

(契約ベース)
比重

投資金額

(実行ベース)
比重

総　　額 34,171 827.68 100 527.43 100

第一次産業 975 16.88 2.04 10.28 1.95

第二次産業 25,279 611.26 73.85 387.56 73.48

第三次産業 7,917 199.55 24.11 129.59 24.57

(出所:中 国商務部「ri際貿易経済合作研究院 『中[対 外経済貿易 白皮書』中信出版社,2003年,205頁)

　このように、外国資本の大規模な進出は製造業を中心に中国への影響を急速に強めつつある。

外資企業による生産は、アパレル、繊維、皮革、家具、靴 といった労働集約型産業において比

較的高い生産シェアを持っているだけでな く、家電やプラスチ ック、金属製品な どある程度技

術集約度の高い産業で極めて高い地位を占めてお り、さらに電子、通信設備のような中国経済

の将来を大きく規定する基幹産業でも、決定的な優位性を持っていることである。中国の自動

車産業の有力メーカーはほぼすべて外資企業であるlo)。

　加工貿易の不均衡な産業分布により、第二次産業における労働集約型製品の過剰供給が発生

し、そ して国内における多 く同質の製品 と互いに代替関係にあるため、競争力のない多 くの国

内企業が経営不振に陥っているのであるm。

第2に 、付加価値 と産業への連関効果が低いこと

　加工貿易は本来発展途上国に とって工業化を推進する際の有利な戦略の一つである。特に、

外資利用を通じての加工貿易は途上国の工業化波及過程において工業発展のプロセスを短縮す

る近道 として位置づけられている。その波及過程は加工貿易が当初外資を利用しながら労働集

約財の輸出加工を発展させ、その成果から国内の中間投入財生産産業 とサポーティング産業で

の国内企業の育成 ・発展 とその発展過程におけるスピン ・オフが期待されるのである。

　 しか し、中国の加工貿易が競争力をもつ分野は、部品の簡単な加工や組立 といった低付加価

値の労働集約型工程に限 られている。形態では、OEM(相 手方のデザイン ・ブラン ドによる

加工)で ある。加工工程が少な く、国内の中間投入財生産産業 とサポーティング産業への連関

効果が低 く、付加価値が高 くないことが特徴である。中国の大部分の輸出品は加工貿易製品の
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輸出であるが、しか し、わずかな加工賃だけを手に入れ、うまみが非常に少ない。例えば、PC

マウスを生産する外資企業が蘇州で製造 したマウスの販売単価は40ド ルである。この40ド ルの

価格構成 として、

　原材料(部 品代)　 40ドル ×35%=14ド ル

　工場での発生費用(賃 金 ・電気代 ・その他経常経費)　 40ドル ×7.5%=3ド ル

　外資企業の粗利　　40ドル ×20%-8ド ル

　製品出荷後の流通過程費用(代 理店 ・小売店)　 40ドル ×37.5%=15ド ル、 となっている12)。

　また、加工貿易輸出製品はアパレル、紡績、機電部品な どの川下産業への低技術集約的製品

に集中 してお り、大半の加工貿易輸出製品は付加価値度(加 工技術水準)と 技術水準が低 く、

産業への連関効果は非常に低い。

　また、近年電子、IT製 品の輸出額は急増するものの、その大部分は外資企業が果たしたも

のである。中国のハイテク企業の多 くは多国籍企業の製品にラベルを貼 り付け、実際には多国

籍企業の加工 ・組立工場に過ぎない。例えば、インテル科学技術(上 海)有 限会社はインテル

本社にとって国際事業を展開する中で規模が最も大きいチ ップ工場の一つである。しかしなが

ら、そこでの生産過程を見ると、チップの検査 と包装工程だけであ り、コア生産技術は本社が

握っているといわれる。この他、関志雄博士によれば、「メイ ド・イン ・チャイナ」 とい うラ

ベルが貼 られているパソコンの付加価値を部品ごとに調べると、CPUは アメ リカのインテル、

マザーボー ドやディスプレーが台湾製、ハー ドディスクはアメリカ製 といったように中国で製

造されたものは一つもない。最終製品の多 くは外国のブランドで先進国市場に輸出されている。

衣料品 といったローテク分野でさえ、最も付加価値の高いデザインや意匠、販売 といった分野

には中国は関与できず、ユニクロ製品な どに見られるように、中国は服飾の縫製な どに特化し

ている。ユニクロの各店舗において1000円 で販売されているフリースの うち、中国でつけた付

加価値が100円 程度である13,、という。

　今 日では、中国国内の中間投入財生産産業 とサポーティング産業の割合は、生産総額の40%

を下回ってお り、かな り低い水準に とどまっている。そ して国内で調達された商品の中で一次

産品が49.7%、 労働集約型中間製品は40.9%、 付加価値が比較的に高い資本 ・技術集約型中間

製品はただ13.196だ けを占めている14)。

　外資企業は中国の豊富で廉価な労働力 と資源の比較優位を利用して加工貿易を行っている。

効率的な資源配分 とい う観点から望ましいが、外資企業は最大限の利潤を手に入れてお り、そ

れに対 して、中国側は安価な加工賃 と安い労働者の収入しかもらえなかった。「来料加工」に

おいて中国側は輸出総額の7-9%の 収入しか得られないのである。また、「進料加工」の場合、

原材料の購入、完成品の販売 と価格のいずれも外資企業が支配しているため、外資企業は移転

価格や赤字申告等による租税回避の手法を用いて、中国に大きな損失をもたらしている15)。
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第3に 、国内企業の産業競争力がまだ弱 く、コア技術を持っていないこと。

　産業競争力は、産業の生産能力、技術水準、技術人員の素質、管理レベルな どを含む。中国

の工業部門は計画経済の下で作 り上げられたものがまだ残っているから、国際競争力が欠けて

お り、企業の収益力も弱いのが現状である。技術革新に関するインセンティブシステムが整っ

ていないため、中国企業の技術革新に対す る投入が少な くなっている。営業収益に占める

R&D支 出額の割合を見てみると、中国上位500社 は3.8%に しか過ぎない。この結果、中国企

業の技術革新は非常に制限され、いまだにコア技術を持たず、製品の高度化および付加価値の

増加を妨げているのである16/。

　中国はDVDと テ レビの生産 ・輸出の最大国 となっているが、所有 しているコア技術は、

DVDで は57項 目の中の9項 目、テレビでは40項 目の中の18項 目だけを持っている。 コア技術

を持っていないために、製品価格における中国が支払った特許料の割合は、携帯電話で20%、

PCで30%、 デジタル工作機械で40%に 上る17)。紡績品、服装、皮革品などの国際市場におけ

るシェアは一位 となっているにもかかわらず、国際競争力分野での順位を見ると、それぞれ第

12位、30位 と13位 となる。

　中国第三次工業調査によれば、90年 代半ば、中国の大中型企業の技術水準は国際水準に5-

10年も遅れている。設備状況から見れば、すべての生産設備の中で国際水準に満たした設備が

24.6%に 止まり、技術 レベルが低いことはすでに産業への連関効果の向上に影響を及ぼしてい

る18)。また、2003年 国際で最 も影響力がある100の ブラン ドの中では、中国勢のハイアールだ

けが入選された。

第4に 、資源浪費 と環境破壊を進めること

　先進諸国とアジアNIESは 自国の環境を保護 し、産業構造を調整するために、製紙、建材、

製薬、紡績、化学工業な ど環境負荷が高い産業や伝統産業を、中国を含む発展途上国に移転し

てきたため、中国の環境汚染に拍車をかけた。「外資企業は利益を国外に移転させ、バランス

の崩れた生態を残 して くれた」 といった現象が起きている。

　中国はこれまで輸出指向型成長戦略を採 り、有限の資源を大量に貿易に振 り向け、製品を輸

出するといった資源の配分によって 「世界の工場」になったのである。大量輸出を支える粗放

型製造業は環境破壊を深刻化させ、外需による経済牽引を重視した粗放型経済成長は産業構造

の高度化および国民の福祉向上に支障をきたす要因になっている。「大進大出」 と呼ばれた数

量の拡大による貿易方式は環境破壊 と資源の無駄遣いを対価 とした粗放型経済成長の貿易戦略

は経済の持続可能的発展に深刻な影響を及ぼした。

第5に 、貿易黒字の国際間移転を高める元凶であること。
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　図1に 示されたように、近年中国の貿易黒字が拡大する一方である。それによって、貿易摩

擦は頻繁に引き起こし、 しかも貿易分野から投資、金融な どの関連分野に蔓延 している。輸出

額における加工貿易比率が50%を 上回ってお り、その うち外資企業の割合は80%ぐ らいを占め、

中国は極めて低い加工賃 と廉価な報酬しか得なかったことがすでに述べた通 りである。2005年

の輸出額の中で外資企業の輸出額が58%に 上った。金額をみれば、外資企業の貿易黒字は844

億 ドル とな り、中国の貿易黒字総額の中で8396を 占めた。中国統計局のスポークスマン鄭京平

は、「多国籍企業が海外で効率的な資源配置を求めるために国際貿易を行っていることこそ、

中国の貿易黒字を急増させる主因だ」19)と述べている。

図1.中 国輸出入額総額 と貿易収支の推移
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(出所:中 国商務部統計 によ り作成)

3.加 工貿易の抑止策

　中国では、来料加工、進料加工、保税工場、外資企業加工貿易、保証金台帳、保税区域 と輸

出加工区域な どを含む体系的な加工貿易政策が形成された。加工貿易政策の核心は、輸入中間

投入財に対する 「保税管理」 と国内中間投入財の 「輸出還付税」を通じて高い関税な どによっ

て生 じた価格の高騰を抑えることにある。付加価値 と技術レベルが低い加工貿易の産業構造を

如何に調整するかをめ ぐって、政府は加工貿易の産業構造高度化および製品の高付加価値化に

よる抜本的な取 り組みが必要 と認識している。そのために、06年12月 に広範の品 目にわたって

輸出増値税の還付率調整が実施され、加工貿易禁止項 目の拡充な ど加工貿易の抑止策が矢継ぎ

早に出されている。
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(1)輸 出還付税率調整

　加工貿易は一般貿易 と違 って、輸出入税の減免を享受できる。進料加工貿易を行 う場合には、

原料を輸入する際に納めた増値税は、製品を加工して輸出したとぎに還付される。一方、来料

加工を行 う場合には、輸出と輸入をする際に関税 と増値税を免除できる。中国の増値税は付加

価値税であ り、 日本の消費税 と仕組みはよく似ている。しかし、最終消費者が税金を負担する

とい う付加価値税の考え方のほかに、輸出売上高を基準にして算出される額を企業が負担する

という点で、 日本の消費税 と異なる20)。

　前述 したように、中国では各種企業の輸出奨励のために、1985年 から輸出商品に対して増値

税 と営業税の還付を開始した。88年 からは 「徴税 と還付税のリンク(徴 税額に応 じた還付税額)」

を遂行 し、さらに94年の税制改革後には輸出商品にゼロ税率政策を実行した。その後輸出還付

税の不正受領や保税輸入原材料の横流 しな どの各種弊害 ・不正行為 として社会問題化 し始めた

背景には、政府は95年 から2度 還付税率を引き下げ、取 り締まりを強化した。しかし、97年 か

らのアジア通貨危機の影響を受けたアジア市場の需要の低迷 と対米為替レートの相対的上昇に

より輸出競争力の低下が懸念された。生産企業の輸出を刺激し、一部分の製品の輸出競争力を

増強するために、97年 から 「免、抵、退」(免除、補償、還付)の 還付税政策が実施された。98

年7月1日 には通信設備等7種 類機電製品 と自転車な ど5種 類軽工業品が、99年1月1日 から

は、再度機電製品 と一部分の工業製品および農産品の輸出還付税率が高 くされた21)。

　 2003年 外貨不足の現象が解消され、巨額の外貨準備高が蓄積されたことで、中国は輸出還付

税率調整を再び実施した。それにもかかわらず、貿易黒字 と外貨準備高の伸びる勢いが一向に

劣らず、それに人民元の切 り上げや、貿易黒字の過剰流動性 と貿易摩擦な ど新たな問題が生じ

ていた背景には、政府は06年 と07年再び2回 輸出還付税率を大幅に引き下げた。

　 2006年9月 、財政部、国家発展改革委員会、商務部、税関総署 と国家税務総署は共同で 「一

部分の商品の輸出還付税率調整および加工貿易禁止類 目録増補に関する通知」(財 税[2006]

139号)を 公布 した。同年9,月15日 か ら一部の 「両高一資(高 汚染、高エネルギー消耗 と資源

浪費型)」 製品の輸出還付税率は廃止され、繊維、アパ レル、鉄鋼な ど貿易摩擦を引き起 こし

やすい製品の輸出還付税率は引 き下げられ、ハイテク製品、IT製 品、生物医薬品などの輸 出

還付税率は引き上げられることになった。

　 さらに、2007年6月 、財政部 と国家税務総署は 「一部分の商品の輸出還付税率を引き下げる

調整に関する通知」(財税[2007]190号)を 公表した。同年7,月1日 から絶滅に瀕する動 ・植

物およびその製品、塩、皮革な どの商品の輸出還付税率を取 り消す と同時に、税関品 目の中で

37%に 相当する2831項 目におよぶ商品を対象に、輸出還付税率を5%、9%、11%、13%と17

%に 調整した。今回の調整でも、抑止の対象は資源 ・エネルギー大量消費型の製品、環境汚染

がひ どい製品、貿易摩擦多発型の製品である。特に、輸出を伸ばしている鉄鋼関連の品 目には、
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重点的な取 り組みが進められている。同時に輸出を促進したいハイテク製品の還付率は引き上

げられた。

　輸出還付税率調整に続いて、07年7月23日 新たな加工貿易制限項 目が発表され、大きな波紋

を呼んでいる。制限項 目となった分野の原材料輸入は、これまで保証金納付の必要がなかった

優良企業でも、関税 と増値税に相当する保証金の現金による預託が必要 となった。これによっ

て、加工貿易企業の輸出コス トは3096増 になる22)。また、新規に制限項 目の加工貿易を実施す

ることは東部地区の貿易のない企業には今後許可されず、中西部では今後 とも新規の加工貿易

が許可されることになった23/。今後 とも大筋の方針に沿って、加工貿易の産業構造を調整し、

問題視されている分野の加工貿易を抑制する措置が続 くことは間違いないだろう。

　2008年8月 一部分の繊維、アパレルの輸出還付税率は11%か ら13%に 、一部分の竹製品は11

%に 引き上げられた。同年10月 また、3486項 目におよぶ商品を対象に、輸出還付税率を5%、

9%、11%、13%、14%と17%の 六種類に調整 した。商品別では、繊維製品、アパレル、玩具

は14%、 日用品および陶磁芸術品は1196、 一部分のプラスチック製品は9%、 一部分の家具は

11%あ るいは13%、 エイズ薬や ミシン、扇風機な どは9%-13%に 引き上げられた。

　このように、外貨不足の現象が解消された今 日では、中国の貿易政策は国内企業が国内と国

外の両市場で資源の最適な利用を実現することを奨励するのを目的 とし、「両高一資」製品の

輸出を抑制する政策へ と転換した。これにより、開放を、量から質へ と転換し、経済の持続的

発展を図ろうとした。加工貿易政策の変化によって大きな影響を受けたのは香港 と台湾の企業

である。 とい うのは、香港 と台湾の企業は2006年 に6万 社を超え、主に沿海地域の広東、福建、

江蘇三省に集中してお り、繊維、アパレル、軽工業、プラスチック、家具な ど労働集約型製品

を製造 している。これらの産業は一般に 「両高一資」型製品が多いからである。

(2)「 加工貿易禁止類商品目録」の拡充

　中国は企業コス トの増加をもたらす増値税還付率の引ぎ下げ調整を行 うと同時に、加工貿易

禁止類商品の拡充にも力を入れた。

　中国は1999年 から国家産業政策の要求に従って加工貿易製品の構造を一歩一歩改善させ、加

工貿易をよりハイテク化、高付加価値化の方向へ と発展させるために、製品別に加工貿易を禁

止類、制限類、認可類の三つの製品類へ と分類した。禁止類商品は、加工貿易を行ってはなら

ないものであるが、制限類商品は、国内外価格差が大きく、かつ税関が監督管理しに くい敏感

商品である。許可類商品は禁止類、制限類以外のその他の商品を指し、加工貿易企業がこれら

の商品について自主的に加工貿易を展開できるもの、 とされている。

　2004年 より中国商務部は税関総署、環境保護総局 と共同で五回にわたって加工貿易禁止類商

品を公告した。さらに、2008年4月 「2008年加工貿易禁止類商品 目録」を公表し、39項 目の商
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品を新たに目録に付け加え、これで2008年 版の 「加工貿易禁止類商品 目録」に言及された禁止

類商品は、1816項 目に達 した。「来料加工」 と 「進料加工」 といった形式で対象商品の輸出入

を禁止することになった。加工貿易禁止方式 として、輸入禁止、輸出禁止 と輸出入禁止の三種

類がある。表3に 示されたように、輸入禁止類は原材料から管理するものである。輸出禁止類

は完成品から管理し、関連の原料 ・部品を加工貿易の方式で輸入してはならないものをい う。

輸出入禁止類 とは、当該商品は原料 ・部品 としての輸入が許されなければ、完成品 としての輸

出も許されないものを指す24,。

表3　 加工貿易禁止方式と内容

禁止種類 内　　　　　　容

輸入禁止類
動物およびその製品、西洋人参、砂糖、鉱産物、化工製品、コルク、繊維

原料、卑金属およびその製品、電子電器など

輸出禁止類

各種の硫黄や石英や珪藻土な どの鉱産物、黄隣、砒素、ナ トリウム、農薬

な どの化工製品、また皮革毛皮、原木 と木材、パルプと紙類、カシミヤ、

石材 と陶磁器、プラチナ ・パラジウム ・ロジウム、卑金属およびその製品、

電池など

輸出入禁止類

動物およびその製品、新鮮な、あるいは乾燥 したキダチヨモギ、味の素、

アルコール と飲料、鉱産物、化工製品、原木 と使い捨て箸、石材 と陶磁器、

電池など

　これらの措置を通じて、各種の加工貿易企業が国産原材料および部品を積極的に使用するよ

う、誘導し、商品構成の改善を促進するのを図ろうとした。

4.空 洞化なき産業構造高度化の推進

(1)労 働集約型製造業の中西部への段階的移転

　前述 したように、中国の加工貿易は東部の沿海地域に集中して行われている。しかし、産業

の集積によって多 くの問題が発生している。①大量の出稼ぎ労働者が中西部から東部に流れ込

み、社会問題になっていること、②土地、資源、環境汚染な どの問題が起きていること、③沿

海地区の土地、労働力のコス トが上昇しつつ、それに人民元の切 り上げや、加工貿易政策 と輸

出還付税率の調整な どによって、労働集約型製造企業は工場を閉鎖してベ トナム、インドな ど

東南アジアへの移転を始めている。

　一方、中国では地域格差が広がっている。最も目覚しい経済発展を遂げている上海市 と一番

94



中国における加工貿易の産業構造高度化 と課題

遅れている貴州省を例に挙げると、88年 に約8倍 だった上海 と貴州の1人 当た り平均所得の差

は十年で12倍 以上に拡大 された。2004年 の一人当た りの年間可処分所得を見れば、前者は

14,867.5元に達 しているのに対 して、後者は6,569.2元 となり、2.26倍の格差があった。そして、

前者の2007年 の1人 当たりのGDPは 約8500ド ルに達 しているが、後者は800ド ル程度に止ま

り、10対1と いう格差である。

　 この背景には、中国政府は地域格差をな くし、改革開放の成果を西部にも広め均衡の とれた

発展を実現するために、近年西部大開発を行い、加工貿易企業の中西部への移転を進めている。

外資企業が西部への投資を奨励する政策を打ち出し、中西部にある31の市 ・区を、東部の加工

貿易の段階的移転を受け入れる重点地域に指定した。加工貿易企業がベ トナムな ど諸国に移転

するより、内陸部に移転させるよう、政策的に誘導 している。商務部産業司は2007年ll月 に

「加工貿易の中西部への段階的移転を支持することに関する意見について」([2007]428号)を

公布 した。これにより、政策誘導 と市場機能 との結合を主張しながら、環境保全 と持続可能な

成長を強調している。加工貿易の産業構造高度化を 目指し、技術レベル と付加価値が高い製品

を製造 し、資源集約型から資源節約型へ、規模拡張型から利益重視型へ転換し、中西部は東部

の加工貿易産業および経済モデルを複製するや り方を取 りやめ、加工貿易の産業高度化を着実

に誘導する。そのために、具体的な方策 として、①東部地区のプラスチ ック、繊維、アパレル、

軽工業な ど労働集約型加工貿易企業を中西部へ誘導する。②輸送コス トが比較的に低い加工貿

易企業を中西部へ誘導する。③中西部地区で輸送、倉庫、物流な どを発展 し、加工貿易の環境

を整える、な どを挙げている。

　 ところが、加工貿易の移転は段階的に進めるにしても容易なことではない。その理由として、

① 加工貿易は 「大いに輸入し大いに輸出する」 とい う特徴を持 っている。輸送 コス トを考え

　 ると、港に近いのが求められる。中国の陸上輸送コス トが高 く、チップのような物流コス ト

　が安い商品を除いてコス ト増を覚悟して積極的に内陸部に移転する企業はそ う多 くないよう

　 だ。

② 内陸部は=豊富で廉価な労働力を持 っているにもかかわらず、ローカル ・コンテンツ、生産

　性 と管理水準が低い。

③ 沿海地区の地方政府は外資を誘致する際に、製造業に必要な土地に対 し補助金を出すのが

　一般的であるから、投資者に とって、必ずしも内陸部での土地コス トは沿海地区より低い と

　い うわけではない。

④ 加工貿易は管理 ・効率性をもっと重視するようになるが、沿海地区と比べて、内陸地区は

　開放が遅 く、管理水準、通関の簡素化な どは立ち遅れている。

⑤ 広東省、江蘇省などの内部には不均衡が生 じているので、沿海の地方政府は加工貿易型企

　業の内陸部への移転を引き留め、省内への移転を奨励している25)。
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　 したがって、加工貿易型企業の中西部への移転を誘導するには難題が山積している。た とえ

移転が果たされても、産業構造の高度化を実現 したことにはつながらないであろう。

(2)「 騰籠換鳥」戦略

　広東省は中国で改革開放を実施するのがもっとも早かった地域であ り、1980年 代以来多 くの

外資企業の進出に伴い珠江デルタを中心 とする経済圏ならびに世界の加工基地 となっている。

しか し、近年人民元の切 り上げ、土地 ・原材料 ・賃金 ・エネルギーの急騰による生産経営コス

トの上昇、労働力 ・電力の不足、世界経済の減速による輸出の激減、輸出還付税率の引ぎ下げ ・

廃止な ど経営環境の悪化を受けて、労働集約型産業を中心に多 くの企業が経営不振に陥ってお

り、倒産した。その うえ上海を中心 とする長江デルタの台頭により、外資誘致の競争が激しさ

を増 している。 このような状況の下で、2005年 か ら広東省政府は 「騰籠換鳥」(籠 を空けてお

き、中の鳥を取 り替える)戦 略を採 り始め、産業高度化に積極的に取 り組み、持続成長を図ろ

うとした。すなわち、珠江デルタを中心 とする先発地域から労働集約型産業を本省の山岳地帯

と東西両翼の後発地域に移転する一方、新しい産業を迎え、産業移転を通じて産業構造の高度

化を加速させる。これにより、先進地域では解放された土地や人材 といった資源がより付加価

値の高い産業に再配置できるようになる一方、後発地域では新しい雇用機会が創出され、地域

格差の是正 と産業の高度化を同時に達成できるとい う 「一石二鳥」の効果が期待される26)。

　産業移転の形式では、転出側 と転入側の政府は共同で産業移転工業団地を建設することであ

る。具体的には、転入側の市政府は本地で工業団地を設置し、団地内の用水、電気 と排水、ゴ

ミ処理および工業団地への道路な どのインフラ建設、また土地開発に関する手続き処理を分担

する。これに対して、珠江デルタの都市政府は企画、投資、開発、建設 と外資誘致な どに役割

を果たし、民間資金や外資の導入を含む資金調達を通じて団地内の開発資金を提供する。両側

は事前に決められた比例で一定の期間内に利益を分配する2η。

　広東省政府は一方では 「産業移転工業団地」の建設を奨励し、梅州、河源、雲浮な ど11の市

が広州、深釧、佛山、東莞、中山な ど珠江デルタの都市 と共同で建設 した23の 省クラスの産業

移転工業団地の設立が認可されている。これらの産業移転工業団地に移転した産業は主 として

機械、繊維 ・アパレル、食品飲料、建築材料、電子、自動車、製薬、家電、家具な ど労働集約

型の加工業である。他方では、周辺地域へのアクセスを改善するため、政府は道路や港口をは

じめ とするインフラ整備にも力を入れている。

　広東省政府は 「騰籠」 といった労働集約型、付加価値が低い産業を省内の後発地域への移転

を進めていると同時に、「換鳥」を着実に推 し進めている。珠江デルタで資本 ・技術集約型産

業を誘致 し、 より多い大型の 「鳥」「強い鳥」が移 り住むための政策を打ち出している。経済

のグローバル化につれ競争がますます激しくなる川上 と川下産業の生産基地になることを 目指
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している。これまで 「外資企業」による輸出指向の労働集約型産業の発展は、珠江産業デルタ

を中心 とする広東省に高成長をもたらしたが、産業の高度化を実現するためには、労働集約型

産業に代わる新しい産業を選別し発展しなければならない と見ている。2008年8,月 に発表され

た 「広東省の現代産業体系の建設を加速させることに関する決定」では、今後の有望な産業 と

して、金融、物流、情報を始め とする高度なサービス産業に加え、産業用機械 ・装置、自動車、

鉄鋼、石油化学、造船な ど技術集約型、現代化農業が挙げられている28)。また、広東省政府は、

自主創新 ・創意工夫の意欲が強 くないことが、広東省は長期間にわたって産業チェーンにおい

て付加価値が最も低い加工 ・組立工程に固定させ られた要因の一つであると見て、2008-2012

年 に毎年10億 人民元をサービス業ならびに先進技術をもった製造業を核心 とするハイテク産業

の誘導および世界の優秀な頭脳の導入に使 う。その うち、世界 トップレベルの科学研究人材を

導入する場合には、広東省政府は上限1億元までの経費を提供することを決定 した29)。

　 目下、広東省は産業の集積 と裾野の拡大や国内企業の成長、インフラの整備、さらに現地市

場の拡大な ど産業高度化のために有利な条件がすでに整えつつある。広東省の躍進は、サービ

ス業に特化する香港に大きなビジネスチャンスを与えるとともに、産業の移転の移転を通じて、

汎珠江デルタ経済圏を構成する他の地域に活力をもたらすだろう。

　 ところが、「騰籠換鳥」戦略を採 り入れて以来、効果がそれほど見られない。主要な原因 と

して、産業移転は多 くの地方政府 と関係企業の既存利益に影響を与えるからである。地方政府

も企業も付加価値 と技術水準の低い生産方式にすっか り慣れてきて、移転の意欲が強 くない。

また、採算が取れない三資企業および一部の国内企業は、生産コス トがもっと安い内陸部か、

もしくはベ トナムな ど周辺諸国へ移転してい くだろう。

(3)長 い産業チェーンをもつこと

　加工貿易は中国が工業化を進める過程において大きな役割を果たしてきた。現在加工貿易分

野で働いている従業員は3千 万人を超えてお り30)、中国の比較優位は依然 として大勢の良好な

教育を受けた労働力をもつことにある。逆に言えば、持続可能な経済成長を実現させるには、

如何に就業を安定拡大するかが重要な課題である。この意味では、加工貿易は就業を拡大し、

国内での 「労働力輸出」を実現させる正しい選択肢である。

　差 し当たって、中国が進めている空洞化なき産業高度化を 目指す加工貿易企業の中西部への

移転 と 「騰籠換鳥」戦略は、中国の国情に合った政策 といえる。しかしながら、沿海地域での

加工貿易の産業高度化を如何に進めるかを巡って、私はバ リューチェーン(価 値連鎖)に 立っ

て考える必要があるのではないか と思 う。

　バ リューチ ェーンは、1985年 にハーバー ド・ビジネススクール教授マイケル ・Eポ ーター

が著書r競 争優位の戦略』の中で企業の競争優位の源泉を明らかにするために企業の内部環境
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を分析するフレームワークとして提唱したものである。製品やサービスを顧客に提供するとい

う企業活動を、調達 ・開発 ・製造 ・販売 ・サービス といったそれぞれの業務が、一連の流れの

中で順次、価値 とコス トを付加 ・蓄積してい くもの ととらえ、この連鎖的活動によって顧客に

向けた最終的な 「価値」が生み出されるとする考え方である。

　台湾のエイサー(宏 基電脳)社 のスタン ・シー(施 振栄)会 長が、パソコンの各製造過程で

上流のOSやMPUや 下流のアフターサービスなどの付加価値が高 く、中流の組立の利幅が

もっとも少ないことで、製造過程の流れに沿ってその付加価値を図示すると人の笑った口元の

ようになることから、「スマイルカーブ」 と名付けたのである。その後、経済学者はこの考 え

を産業構造および国際分業の分析に使 うようになった といわれる。図2に 示されるように、一

般には、バ リューチェーンにおいて、上流にある研究開発、新製品の設計 とコア となった部品

の生産は付加価値が高 く、下流にあるマーケティング販売 とアフターサービスは付加価値が比

較的に高いのに対して、加工 ・組立工程はコス トが最も高 く、生産効率 と付加価値がもっとも

低い部分であるから、開放的U型 のバ リューチ ェーンになる。

図2.ス マイル カーブの見取 り図
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　 　 (http:〃www.rieti.go.jp/users/china-tr/jp/ssqs/020816ssqs.htm))

　中国の加工貿易は輸出品における輸入の割合が高 く、輸入された部品 ・バーツを組み立てて

完成品を生産することで、産業チェーンが短 く、付加価値が低 く、産業への連関効果が薄いこ

とに特徴付けられている。中国は外資企業を頼るあま りに、世界の工場 といわれながらも、未
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だ世界で通用する自前の技術もブランドも持っていない。その上、中国企業は資金や人材、経

営管理な どほ とん どすべての面にわたって外国企業に劣っている。その結果、輸出競争力を安

い労働力に求めざるを得ず、実際、中国の輸出に占める付加価値の大半は労働 コス トとなって

いる。中国の平均賃金は未だ月100ド ルに満たさず、 日本の30分 の1程 度であると考えると、

rMade　 in　China」 の製品に含まれるrMade　 by　Chinese」 の付加価値が非常に低いことが分

かる31)。

　従来の垂直的国際分業 と違 って、今後の国際分業は生産過程が異なる国に分布するようにな

る。製造工程における国際分業が行われ、中間投入財の国境を越える移動が増え、産業内貿易

の形態 となる。それゆえに、加工貿易は国際貿易の主要な形式 として国際分業を細分化する。

ここ数年に見られるように、先進諸国は特化に腐心してお り、産業内の各工程を一定の固ま り

に整理 ・分割するモジュール化の進展によって、付加価値の低い生産工程のみを発展途上国に

委託できるようになった32,。企業全体 として最大利潤を追求するために上流層 と下流層に資源

を投入 し、生産 ・組立工程は専門企業にアウトソーシングするのが急増してお り、製造部門を

もたないファブレス企業も多 く現れた。

　また、経済のグローバル化に伴って、労働集約的な製造工程は中国から賃金がもっと安いベ

トナム、カンボジアなどASEAN諸 国に移転 した結果、中間工程における付加価値がさらに

低下 し、儲けが少な くなる。中国は激しい競争の中で収益率を高めるために、スマイルカーブ

の両端を強化する形で産業の高度化を図らなければならない。言い換えれば、新製品を生み出

す開発力、顧客ニーズへの迅速な対応力を向上させなければならない。業務領域 としては、商

品開発に基礎研究も加えた研究開発 と、消費者を対象にした販売やサービスの提供、すなわち

業務プロセスの両端の重要性が増して くる。加工貿易産業全体 としてのスマイルカーブ化であ

る。スマイルカーブの両端に人材や資本をシフトしてい くことを通じて、加工貿易の産業構造

を高度化することはもちろん、就業を安定拡大することにもつながる。具体的には、製品の研

究開発、設計基準、ブランド戦略な ど川上産業を発展すると同時に、国際市場、アフターサー

ビスな ど川下産業を開拓 し、その うえ、サービス貿易を拡大 しなければならない。こうすれば、

中国の国際分業におけるポジション、および産業チェーンの中の低付加価値工程に固定されて

いる現状を変えることができるのである。

5.結 び に

　概観 してきたように、中国の加工貿易の発展は、先進諸国 とアジアNIESは 生産コス トを

削減 し、最大限の利潤を求めるため、労働集約型産業を相次いで中国に移転させた結果である。

とりわけ80年 代後半アジアNIES諸 国の労働集約型産業における競争優位性が弱まった背景
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に、中国はタイミングよくこのチャンスをつかんで、政策 と法的規定上の恩恵を与え、豊富で

廉価な労働力を持 っている優位性を活か してNIESか ら移転 された労働集約型産業を受け継

いで、加工貿易発展の土台を築き上げたのである。

　 今回の加工貿易に関する政策的調整は、クローバル化した産業の変化に対応するための産業

政策であ り、産業構造の高度化 と加工貿易製品の高付加価値化のためでもある。国内資源の浪

費、土地の濫用及びエネルギー大量消耗型の産業を厳しく取 り締ま り、低付加価値 ・低技術レ

ベルの製品の輸出を抑止し、輸出構造の高度化を促し、貿易黒字を減らし、加工貿易の構造高

度化を推し進めようとい う狙いである。それ と同時に進められている空洞化なき産業高度化を

目指す加工貿易企業の中西部への段階的移転 と 「騰籠換鳥」戦略は、中国の国情に合った方策

であ り、高 く評価したい。

　ただ し、加工貿易の産業構造高度化を進めるには、研究開発、設計、生産、販売、サービス

が一体化した産業構造高度化方策を立てる必要がある。すなわち、長い産業チェーンを持つべ

きである。そのために、政府は、①加工貿易を高い付加価値 と技術レベルの産業へ誘導し、産

業政策を通じて川上産業の育成に資金を支援すること、②企業の研究開発、新製品の試作に支

援すること、③加工貿易の原材料 と中間財の国産化を奨励し、産業への連関効果を高めること、

④外資企業の投資環境を改善し、外資企業を誘導する関係法律を充実させ、多国籍企業は付加

価値 と技術レベルがもっと高い加工工程 と研究開発機構を中国への移転をするよう誘導するこ

と、⑤国内企業による加工貿易はより多 く先進技術をもつ製造業分野に入るよう誘導 し、重点

的にIT技 術、生物医薬、新材料 と環境配慮型ハイテク製品を製造する加工貿易を奨励するこ

とな どに重点を置いて推し進めなければならない。このように、量の拡大から質(付 加価値)

の向上へ と輸出指向型戦略を転換することによって、産業構造の高度化を着実に進めれば、貿

易強国への夢を実現する日はそ う遠 くないであろうと私は思 う。
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